
原子力損害の特殊性 当事者間の交渉の限界

・当事者心理、事故に伴う混乱
・多数の請求事案(数千～数万件)
・事案に一定の類似性
・原子力に関する被害者の知見水準

　　円滑かつ公平な賠償の確保の必要

国（審査会）
　＝賠償の実施の参考となるべき基準の策定

※今回の法改正により対応　

国／地方公共団体
　＝役割に応じた当事者の自主的な解決の支援

※運用指針（マニュアル）により対応　

解決に至らない場合

国（審査会）
　＝当事者の申立てにより和解の仲介

なお解決に至らない場合

原子力損害賠償に関する紛争解決支援システム

原子力損害の発生

・原子力損害の賠償の範囲、損害の額の算定方法
等に関する基本的な考え方を提供

・原子力損害の専門的な調査・評価を実施

裁判上の請求

・被害申出の取次ぎ、状況の取りまとめ
・交渉の場の提供、交渉への同席
・適切な事後対策による被害の拡大防止　等

自主的な解決
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